
事 業 概 況 （9月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 9月末現在における保険給付支払総額は376,431,323千円で、前年同期

に比べて0.7％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が186,330,741千円で49.5％と最も大きく、次いで療養

補償給付が115,505,776千円で30.7％を占めている。以下、休業補償給付が13.4％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償

一時金が1.0％、介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が12.4％増、葬祭料が6.3％増、遺族

補償一時金が4.9％増、療養補償給付が4.7％増、休業補償給付が0.2％増となっているのに対し、障害補償一時金が3.8％

減、年金等給付が1.3％減、介護補償給付が0.4％減となっている。（第１表） 

　　　　　区　分 平成25年度 25年9月末 平成26年度 26年9月末

対前年同 対前年同

 保険給付 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 373,924,156 100.0 △ 1.2 376,431,323 100.0 0.7

療 養 補 償 給 付 110,313,922 29.5 0.1 115,505,776 30.7 4.7

休 業 補 償 給 付 50,188,259 13.4 △ 2.5 50,276,303 13.4 0.2

障 害 補 償 一 時 金 16,255,150 4.3 2.6 15,634,924 4.2 △ 3.8

遺 族 補 償 一 時 金 3,560,393 1.0 △ 13.0 3,733,909 1.0 4.9

葬 祭 料 1,093,051 0.3 △ 5.7 1,161,433 0.3 6.3

介 護 補 償 給 付 3,373,720 0.9 △ 0.2 3,361,114 0.9 △ 0.4

年 金 等 給 付 188,759,627 50.5 △ 1.7 186,330,741 49.5 △ 1.3

二 次 健 康 診 断 等 給 付 380,034 0.1 4.2 427,122 0.1 12.4

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

第 １ 表 給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が112,060,502千円で29.8％、「その他の事業」が101,950,950

千円で27.1％、「製造業」が93,877,894千円で24.9％となっている。以下、「運輸業」が10.5％、「鉱業」が4.7％、「林

業」が2.0％、「船舶所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となって

いる。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「船舶所有者の事業」が7.1％増、「その他の事業」が3.0％増、

「運輸業」が1.9％増、「製造業」が0.2％増となっているのに対し、「林業」及び「漁業」が4.4％減、「鉱業」が4.2％減、

「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.7％減、「建設事業」が0.3％減となっている。（第２表） 



　　　　　区　分 平成25年度 25年9月末 平成26年度 26年9月末

対前年同 対前年同

　　業　種 期増減率 期増減率

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全　 　業 　　種 373,924,156 100.0 △ 1.2 376,431,323 100.0 0.7

林　　  　　　業 7,920,836 2.1 △ 6.6 7,571,731 2.0 △ 4.4

漁　　　  　　業 1,355,903 0.4 4.1 1,296,184 0.3 △ 4.4

鉱　　　  　　業 18,398,827 4.9 △ 6.4 17,624,209 4.7 △ 4.2

建　 設　 事　 業 112,412,074 30.1 △ 1.3 112,060,502 29.8 △ 0.3

製　 　造　 　業 93,665,658 25.0 △ 3.1 93,877,894 24.9 0.2

運　 　輸　 　業 38,873,914 10.4 1.2 39,612,375 10.5 1.9
電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
938,583 0.3 25.1 932,219 0.2 △ 0.7

そ の 他 の 事業 98,952,272 26.5 0.9 101,950,950 27.1 3.0

船舶所有者の事業 1,406,088 0.4 8.5 1,505,258 0.4 7.1

第 ２ 表 業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 98,970,876 千円で 53.1％と最も大きく、次いで

障害補償年金が69,907,464千円で37.5％、傷病補償年金が17,452,401千円で9.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が62,408,954千円で33.5％、「製造業」が53,539,919千

円で28.7％、「その他の事業」が33,773,883千円で18.1％となっている。以下、「運輸業」が10.4％、「鉱業」が6.5％、

「林業」が2.0％、「漁業」が0.5％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％とな

っている。（第３表） 

平成26年度　26年9月末現在

　　　　 区　分 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

 業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全　 　業 　　種 69,907,464 98,970,876 17,452,401 186,330,741 100.0

林　　  　　　業 1,087,120 2,424,673 198,655 3,710,448 2.0

漁　　　  　　業 203,306 628,948 21,607 853,861 0.5

鉱　　　  　　業 1,102,266 7,723,482 3,193,453 12,019,201 6.5

建　 設　 事　 業 20,187,630 35,709,403 6,511,921 62,408,954 33.5

製　 　造　 　業 26,777,990 23,471,137 3,290,792 53,539,919 28.7

運　 　輸　 　業 7,132,549 11,045,115 1,165,969 19,343,633 10.4

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
124,240 349,421 36,163 509,823 0.3

そ の 他 の 事業 13,264,627 17,491,211 3,018,045 33,773,883 18.1

船舶所有者の事業 27,736 127,487 15,797 171,020 0.1

構　成　比 37.5% 53.1% 9.4% 100.0% －

構成比

第 ３ 表 業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

(注 2) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 3) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 

 



保 険 料 

 

  平成 26年度労災保険業務機械処理の平成26年 9月末現在における保険料徴収決定済額は827,415,156千円で、前年同

期に比べて4.5％増となっている。保険料収納済額は351,465,663千円で、前年同期に比べて7.4％増となっている。また、

収納率についてみると42.5％となっており、前年同期に比べて1.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が380,597,830千円で46.0％と最も大きく、次いで、

「建設事業」が 189,596,671 千円で 22.9％、「製造業」が 161,023,522 千円で 19.5％を占めている。以下、「運輸業」が

8.5％、「船舶所有者の事業」が1.6％、「林業」が0.6％、「鉱業」が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、

「漁業」が0.2％となっている。（第４表） 

区　分

平成25年度 平成26年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度平成26年度

業　種 25年9月末 26年9月末 25年9月末 26年9月末 25年9月末 26年9月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全　 　業 　　種 791,903,391 827,415,156 100.0 4.5 327,267,118 351,465,663 100.0 7.4 41.3 42.5

林　　  　　　業 5,033,636 5,122,774 0.6 1.8 2,053,059 2,245,280 0.6 9.4 40.8 43.8

漁　　　  　　業 1,973,719 2,020,400 0.2 2.4 752,069 805,142 0.2 7.1 38.1 39.9

鉱　　　  　　業 3,072,721 3,094,033 0.4 0.7 1,057,488 1,086,136 0.3 2.7 34.4 35.1

建　 設　 事　 業 169,157,355 189,596,671 22.9 12.1 76,141,703 87,887,577 25.0 15.4 45.0 46.4

製　 　造　 　業 158,177,147 161,023,522 19.5 1.8 58,736,955 61,853,938 17.6 5.3 37.1 38.4

運　 　輸　 　業 68,326,031 70,147,942 8.5 2.7 22,866,458 24,184,021 6.9 5.8 33.5 34.5

電気、ガス、水道

又は熱供給の事業
2,258,496 2,238,694 0.3 △ 0.9 779,714 808,111 0.2 3.6 34.5 36.1

そ の 他 の 事業 368,500,515 380,597,830 46.0 3.3 158,861,493 167,043,195 47.5 5.2 43.1 43.9

船舶所有者の事業 15,403,772 13,573,290 1.6 △ 11.9 6,018,178 5,552,264 1.6 △ 7.7 39.1 40.9

収　納　率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

構 成 比

対 前 年
同 期

増 減 率

第 ４ 表 業 種 別 保 険 料 徴 収 状 況

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位、比率は小数第2位で四捨五入を行っている。 

 


